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第１　自主防災組織の必要性

１　地震による被害

　　地震による人的・物的被害は、その発生時間、規模、震度等によって異なりますが、

火災、建築物の崩壊等が被害の大小を左右する主な要因となっています。特に火災の発生は昔から木造建築物を主としてきた我が国にとって、被害の大小を左右する最も大きな要因になっています。

　　最近の都市においては、鉄筋、鉄骨コンクリート造等の耐火構造の建築物が増加しつ

つありますが、なお木造建築物の占める割合が大きいところです。また、石油タンク、

プロパンガス等の施設や、タンクローリーをはじめとする自動車等火災の発生や延焼拡

大の原因となるものが増加し、一般家庭においても、ガス器具、石油器具等火災の要因

となるものが数多く用いられており、ひとたび大地震が発生すれば、各地に多数の火災

が同時に発生し、延焼拡大することが十分予想され、その際における混乱が危惧される

ところです。

２　防災関係機関の活動能力の低下

　　大地震が発生した場合、消防機関、警察機関は、総力を挙げて防災活動を行いますが、

　①電話が不通となり、防災関係機関への通報が困難になります。

②道路、橋の損壊、建物の倒壊、さらには路上の自動車等により、道路交通は著しく

　阻害されます。

　③同時に市内各地で多くの火災が発生するので、消防力が分散されます。

④水道管の破損や停電による断水、貯水槽の損壊等により消火活動が十分行えなくな

　ります。

　　等の悪条件が重なり、防災関係機関の活動能力は著しく低下することが予想されます。

３　自主防災組織の必要性

　　大地震が発生した場合は、防災関係機関の防災活動が遅れたり、阻害されることが予

想されますが、このような事態において、その被害の防止又は軽減を図るためには、住

民の自主的な防災活動、すなわち住民自ら出火防止、初期消火、被災者の救出救護、避

難等を行うことが必要です。また、これらの防災活動を行うに当たり、各自がばらばら

に行動するのではその効果があまり期待できません。住民が団結し、組織的に行動する

ことによってその効果が最大限に発揮できるのではないでしょうか。

　　したがって、住民の自主的な防災活動が効果的に行われるためには、地域又は施設ご

とに、地域住民又は施設関係者によりその実情に応じた自主的な防災組織が設けられ、

日ごろから災害が発生した場合を想定した訓練を積み重ねておくことが重要です。

第２　地域の自主防災組織

１　自主防災組織の設置

　⑴　自主防災組織の規模

　　　地域に自主防災組織を設置しようとする場合、まず、どの程度の規模の地域住民で

　　これを組織するか考えなければならないことは言うまでもありません。

　　　この場合、地域の住民が最も効果的に防災活動を行えるよう、地域の実情によりそ

　　の地域の規模を決める必要があります。一般的には次の基準が考えられます。

　　　ア　住民が防災活動を行う場合に、みんなが協力して自分たちを守るという連帯感がわく程度の規模の地域であること。

　　　イ　住民の日常生活によって、基礎的な地域として一体性を有する地域であること。

具体的には、「行政区」等を考えた場合は、前述のア及びイを満たしていると思われます。

　　したがって、まず、「行政区」の規模により自主防災組織を設けることが可能かどうかを判断してみることが必要です。この場合においても、その地域の住民が自主的、積極的にその組織に参加できるような仕組みを考えることが必要です。

　⑵　自主防災組織の組織づくり

自主防災組織は、行政区等の活動の一部に含めて設けることが適当であるというこ

　　とは先に述べたとおりですが、新たに設置する場合でも防犯パトロール等その地域において何らかの活動を行っている組織がある場合には、その組織を積極的に活用することが自主防災組織の設置について望まれることです。

　　　自主防災組織の組織づくりには、次のような方法が考えられます。

　　　ア　行政区等に消防部を設置している場合等、すでに自主防災組織と類似した組織がある場合は、地震対策に関する活動内容の充実強化を図って、自主防災組織を設置することが適当です。

　　　イ　特に防災活動を行っていない場合は、行政区活動の一環として防災部等を設けることにより、自主防災組織の設置を推進することが適当です。

　⑶　自主防災組織の規約

　　　自主防災組織を設置するに当たり、行政区等の一つの組織として防災部を設ける場
　　合は、行政区等の規約を改正すれば足りますが、新たに自主防災組織を設ける場合は、規約を策定し、必要事項を明確にする必要があります。

規約は組織の目的、事業内容等を明らかにするとともに、役員の選任及び任務、会

　　議の開催、予防計画の作成等について定めるものです。

　　　※規約の参考例　様式第１号（１５ページ）
２　防災計画

　　自主防災組織は、大地震が発生したときなどに迅速な防災活動を行い、被害の発生

　又は拡大を防止するため、あらかじめ防災計画を作成しておく必要があります。

　　様式第１号の防災会規約参考例でも、第１１条に防災計画を作成する旨の規定が設けられています。

　　防災計画の作成に当たっては、市の白岡市地域防災計画と密接な関連があります。

　　防災計画の内容は、地域の実情により異なると思われますが、その計画例を以下のとおり掲げてみます。

　⑴　目的

	○○地区防災計画

１　目的

　この計画は、○○地区の防災活動に必要な事項を定め、もって地震その他の災害による人的、物的被害の発生及びその拡大を防止することを目的とする。


　　ア　この計画例では、防災会規約例にあわせ、自主防災組織の名称を「○○地区防災

　　　計画」としました。

　　イ　自主防災組織は、主として地震災害を対象としていますが、あわせてその他の災害についても対象とし、その旨を明らかにするため「その他の災害」も地区防災活動の範囲に入れました。

　⑵　計画事項

	２　計画事項

　　この計画に定める事項は、次のとおりとする。

(1)　防災組織の編成及び任務分担に関すること。

(2)　防災知識の普及に関すること。

(3)　防災訓練の実施に関すること。

(4)　情報の収集、伝達に関すること。

(5)　出火防止、初期消火に関すること。

(6)　救出救護に関すること。

(7)　避難誘導に関すること。

(8)　給食・給水に関すること。


計画事項には、別紙１の防災会規約第１１条第２項に掲げる事項のほか給食・給水

　　に関することを掲げましたが、自主防災組織の実情に応じて計画事項を定めることが

　　必要と思われます。
　⑶　防災組織の編成及び任務分担

	３　防災組織の編成及び任務分担

　　災害発生時の応急活動を迅速かつ効果的に行うため、次のとおり防災組織を編成

　する。

（編成例１）…行政区等を単位とした一般的組織の場合
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（編成例２）…大きな組織の場合
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ア　この例では、行政区程度の規模を想定して（編成例１）として示し、さらに大規模なものを想定して（編成例２）として示しましたが、各地域の実情に応じ編成することが望ましい。

イ　各班の人員は、各地域の実情に応じて適宜定めることが望ましい。

ウ　他の地域への通勤者等が多数いるためなどの理由により昼間と夜間とでは在宅者
　数が異なる場合は、別々に編成する必要があります。
　⑷　防災知識の普及

	４　防災知識の普及

　　地域住民の防災意識の高揚を図るため、次により防災知識の普及を行う。

(1)　普及事項

　　普及事項は、次のとおりとする。

　ア　防災組織及び防災計画に関すること。

　イ　地震、火災、水害等についての知識に関すること。

　ウ　地域周辺の環境に応じた防災知識に関すること。

　エ　各家庭における防災上の留意事項に関すること。

　オ　その他防災に関すること。

(2)　普及の方法

　ア　広報紙、パンフレット、リーフレット、ポスター等の配布

　イ　座談会、後援会、映画会等の開催

　ウ　パネル等の展示

(3)　実施時期

　　火災予防運動期間、防災の日等防災関係諸行事の行われる時期に行うほか、随

　時実施する。


防災知識の普及のための広報活動は、市及び防災関係機関の行う広報活動にあわせ

　　て行うほか、地区防災会として積極的に広報活動を行うこと。

　　　この場合、市及び消防署等の防災機関の指導を受けるとよい。

⑸　防災訓練

	５　防災訓練

　　大地震等の災害の発生に備えて、情報の収集伝達、消火、避難等が迅速かつ的確

　に行えるようにするため、次により防災訓練を実施する。

　(1)　訓練の種別

　　　訓練は、個別及び総合訓練とする。

(2)　個別訓練の種類

　ア　情報の収集伝達訓練

　イ　消火訓練

　ウ　避難訓練

　エ　救出、救護訓練

(3)　総合訓練

　　総合訓練は、２以上の個別訓練について総合的に行うものとする。

(4)　訓練実施計画

　　訓練の実施に際しては、その目的、実施要領等を明らかにした訓練実施計画を

　作成する。

(5)　訓練の時期及び回数

　ア　訓練は、原則として春季及び秋季の火災予防運動期間中並びに防災の日に実

　　施する。

　イ　訓練は、総合訓練にあっては年○回以上、個別訓練にあっては臨時実施する。

	


　　ア　訓練実施計画の例は、３平常時の活動⑵を参考にされたい。

　　イ　訓練の実施時期及び回数については、地域の実情に応じ決めることが望ましい。

　　ウ　防災関係機関等の実施する防災訓練には、積極的に参加すること。
　⑹　情報の収集伝達

	６　情報の収集伝達

　　被害状況等を正確かつ迅速に把握し、適切な応急措置をとるため、情報の収集伝

　達を次により行う。

　(1)　情報の収集伝達

情報班員は、地域内の災害情報防災関係機関、報道機関等の提供する情報を収

　　集するとともに、必要と認める情報を地域内住民、防災関係機関等に伝達する。

(2)　情報の収集伝達の方法

　　情報の収集伝達は、有線電話、テレビ、ラジオ、有線放送、携帯無線機、伝令

　等による。


　　　地域内にアマチュア無線の資格を有している者がいる場合は、情報の収集について

　　その協力を得ることができるようにしておくとよい。

　⑺　出火防止及び初期消火

	７　出火防止及び初期消火

　(1)　出火防止

　　　大地震時等においては、火災の発生が被害を大きくする主な原因であるので、

　　出火防止の徹底を図るため、毎月○日を「防災の日」とし、各家庭においては、

　　主として次の事項に重点をおいて点検整備する。

　ア　火気使用設備器具の整備及びその周辺の整理整頓状況

　イ　可燃性危険物品等の保管状況

　ウ　消火器等消火資機材の整備状況

　　エ　その他建築物等の危険箇所の状況

(2)　初期消火対策

　　地域内に火災が発生した場合、迅速に消火活動を行い、初期に消火することが

　できるようにするため、次の消火資機材を配備する。

　ア　可搬式（小型）動力ポンプの防火水槽付近への配備

　イ　消火器、水バケツ、消火砂等の各家庭への配備


　　ア　出火防止対策は、地域により各種の方策が考えられるが、ここではその一例を掲

　　　げたので、実情に即した対策を掲げること。

　　イ　出火防止及び初期消火の要領は、消防署の指導を受けて訓練等により習熟して

　　　おくこと。
　⑻　救出救護

	８　救出救護

(1)　救出救護活動

　　建物の倒壊、落下物等により救出、救護を要する者が生じたときは、直ちに救

　出救護活動を行う。この場合、現場付近の者は救出救護活動に積極的に協力する。

(2)　医療機関への連絡

　　救出救護班員は、負傷者が医師の手当を要するものであると認めたときは、次

　の医療機関又は防災関係の設置する応急救護所に搬送する。

　ア　○○○○○病院

　イ　○○○○○診療所

　ウ　○○○○○保健所

(3)　防災関係機関の出動要請

　　救出救護班員は、防災関係機関による救出を必要とすると認めたときは、防災

　関係機関の出動を要請する。


　　ア　応急資機材の使用方法、負傷者の応急手当の方法等救出救護の要領については、

　　　防災関係機関、医療機関等の指導を受けておく。

　　イ　地域内の医療機関に対しては、あらかじめ負傷者の受け入れ等について協議し、

　　　承諾を得ておく。

　⑼　避難対策

	９　避難対策

　　火災の延焼拡大等により、地域住民の人命に危険が生じ、又は生じるおそれがあ

　るときは、次により避難を行う。

　(1)　避難誘導の指示

　　　白岡市長の避難命令が出たとき、又は防災会長が必要があると認めたときは、

　　防災会長は避難誘導班に対し避難誘導の指示を行う。

(2)　避難誘導

　　避難誘導班員は、防災会長の指示に基づき、住民を避難場所に誘導する。

(3)　避難路及び避難場所
　ア　避難路　　○○○○通り、ただし、○○○○通りが通行不能等の場合は○○

　　○○街道とする。

　イ　避難場所　○○○小学校


　　　避難者は、一時的に危険を回避するために一時避難場所（公園等のオープンスペース）に避難し、被害の状況を確認したのち、被災があれば指定避難所へ移動する。

　⑽　給食・給水

	10　給食・給水

　　避難地等における給食及び給水は、次により行う。

　(1)　給食の実施

　　　給食・給水班員は、市から配分された食料、地域内の家庭又は米穀類販売業者

　　等から提供を受けた食料等の配分、炊き出し等により給食活動を行う。

(2)　給水

　　給食・給水班員は、市から提供された飲料水、水道、井戸等により確保した飲

　料水により給水活動を行う。


　　ア　補給の対象は、地域の住民、他の地域の被災者又は応急対策に従事する人等が

　　　考えられる。

　　イ　給食については、地域の住民ができる限り米穀等を提供するよう話し合ってお

　　　くこと。

　　ウ　給水については、井戸、受水槽等の所有者、管理者等と飲料水の提供について

　　　協議し、承諾を得ておくこと。
３　平常時の活動

　⑴　防災に関する知識の普及

　　　災害時に自主防災組織が効果的に活動し、被害の発生及び拡大を防止するためには、

　　すべての地域住民が防災に関する正確な知識を有していることが必要です。

　　　したがって、地域の住民に対しては、地域の実情に応じた防災計画に基づき、防災

　　に関する知識の普及を徹底する必要があります。

　⑵　防災訓練

　　　いつ災害が発生しても、それに対応できるようにするためには、防災計画に従い、

　　平素から訓練を行い、防災活動に必要な知識、技術を習得しておく必要があります。

　　ア　訓練の種別

　　　　訓練は、総合訓練と個別訓練に分けられますが、個別訓練としては、連絡通報訓練、消火訓練、避難訓練、救出救護訓練などがあります。

　　　(ｱ) 個別訓練

　　　　ａ　連絡通報訓練

　　　　　(a) 情報収集訓練

　　　　　　　地域内の災害状況等の情報を、正確かつ迅速に収集するために行う。

　　　　　(b) 情報伝達

　　　　　　　防災関係機関の指示又は被害状況等を、迅速かつ的確に地域の住民等に伝

　　　　　　達するために行う。

　　　　ｂ　消火訓練

　　　　　　消火器、水バケツ等の消火用器具の使用方法及び消火技術を習得するために

　　　　　行う。

　　　　ｃ　避難訓練

　　　　　　避難の要領を習熟し、定められた避難場所まで迅速かつ安全に避難するために行う。

　　　　ｄ　救出救助訓練

            家屋の倒壊及び落下物等により負傷した者に対する救出活動及び応急手当の

　　　　　方法等の知識、技術を習得するために行う。

　　　(ｲ) 総合訓練

　　　　　総合訓練は、個別訓練によって習得した知識、技術を総合し、個々の知識、技

　　　　術を有機的に生かすために行う。

　　イ　訓練実施に当たっての留意事項

　　　(ｱ) 目的に応じた訓練計画を立てる。

　　　(ｲ) 正しい知識、技術を習得するために、努めて防災関係機関の指導を受ける。

　　　(ｳ) 原則として個別訓練から総合訓練に移行する。

　　　(ｴ) 訓練終了時に検討会を行い、防災計画の改正及び訓練の合理化等に資する。

　　ウ　訓練実施計画

　　　　訓練実施計画は、次の項目について定める。

　　　(ｱ) 訓練種別

　　　(ｲ) 訓練日時

　　　(ｳ) 訓練場所

　　　(ｴ) 訓練指導者

　　　(ｵ) 訓練参加者

　　　(ｶ) 訓練目的

　　　(ｷ) 訓練想定

　　　(ｸ) 訓練内容

　　　　　訓練実施計画の一例をあげれば、次のようなものが考えられる。

	　　　　　　　　　　　訓　練　実　施　計　画　　　　　　　　　　○○○防災会

	
	訓練種別
	消火訓練　　日　時　　９月１日　午前９時から午前11まで
	

	
	場　　　所
	○○○公園広場
	

	
	指　導　者
	白岡消防署員　　３名
	

	
	参　加　者
	消火班員ほか全員
	

	
	目　　　的
	１　各種消火器の性能についての知識及び取扱要領の習得

２　バケツリレー等による消火要領の習得
	

	
	実　施　要　領
	想定
	　石油ストーブの上に、地震動によって棚上の新聞、雑誌が落下し、

石油ストーブが転倒し火災になったものとする。
	

	
	
	内　　容
	１　泡消火器、粉末消火器の性能についての知識及び取扱要領を白岡

　市消防署の指導で行う。

２　実際の消火を、下図のように石油ストーブ及び古材木、雑誌類を

　置き、指導者の合図に交代して行う。
	

	
	備考
	参加者は、できるだけ活動しやすい服装をしてくること。
	

	
	(消火器使用訓練)


	消火器
	

	○←　　　　　　 →△

○        ２０ｍ       △

○                     △

○                     △
	
	石油ストーブ
	

	
	（バケツリレー訓練）

　　　　　　　　　　古木材等　　　　　　　　バケツ

　　　　　　　　　　　　　　　　　○　　○　　○　　○　　○

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０ｍ
	


　⑶　火気使用設備器具等の点検

　　　地域内には、大地震が発生した場合、被害の発生又は拡大の原因となるものが数多

　　く考えられます。そこで、これらに対し、平素から十分点検して対策を講じておくこ

　　とが大切です。

　　ア　火気使用設備器具等の点検

　　　　火を使う設備器具に故障や欠陥があったり、周囲が整理整頓されていなければ出

　　　火防止はできません。これらの点検整備は自主的に各家庭において行うべきですが、

　　　自主防災組織としては「点検の日」を設定し、この日に各家庭で一斉に点検するよ

　　　う指導することなども必要です。

　　イ　危険物品等の点検

　　　　石油、食用油、各種スプレー等の可燃性の危険物品が多数あると、これらは地震動により発火又は引火して、火災の原因となったり、火災を拡大させることがあります。

　　　　自主防災組織としては、地域住民が自己の所有する危険物品の管理状況を点検し、

　　　安全に保管するよう指導するため、アと同様「点検の日」を設定することなどが考えられます。

　　ウ　木造建物等の点検

　　　　建物の倒壊は、倒壊による被害ばかりではなく、火災発生の主な原因ともなり被

　　　害を大きくしてしまいます。

　　　　自主防災組織としては、住民に対し、各自が建物等の点検を行うよう指導します。

　　　この場合、住民が点検を行う際、市の建築の関係課の指導を受けられるよう、市
　　　に対して協力を求めるとよいでしょう。

　⑷　防災資機材の備蓄

　　ア　消火用資機材

　　　　各家庭には、消火器（地震時転倒しても使用可能な粉末消火器、強化液消火器等）、

　　　くみ置きの水バケツ、消火用水又は乾燥砂等を備えるよう指導してください。

　　　　また、地域の実情によっては街区ごとに消火器を配置するなどの方策についても検討してください。

　　イ　応急手当用医薬品

　　　　大地震等の被害により、負傷者がでることが予想されますので、包帯、傷薬、眼

　　　薬等は自主防災組織として備えておくことが望ましいでしょう。

　　　　また、できれば地域内の病院、医院、薬局等に対して、災害時には医薬品の提供

　　　が得られるよう話し合っておくことも必要です。

　　ウ　救助工作用資機材

　　　　スコップ、ツルハシ、ロープ等の簡易な救助用資機材は、自主防災組織として確

　　　保しておくことが必要です。

　　　　また、大型の機材については、地域内の土木、建設業者等に対して、災害時に機

　　　材の貸与が得られるよう話し合っておくことなども考えられます。

４　災害時の活動

　⑴　情報の収集伝達

　　　大地震が発生した場合は、防災計画に基づき、迅速かつ正確に情報の収集及び伝達

　　を行う必要があります。

　　　この場合、次の事項に留意してください。

　　ア　情報班員は、いち早く地域内の被害状況及び必要な情報を収集し、自主防災組織

　　　の責任者へ連絡すること。

　　イ　自主防災組織の責任者は、情報に基づき適切な判断を行い、住民に対して、消火

　　　班の集結、避難命令の伝達等適切な指示を行うこと。

　　ウ　災害が発生すると、住民は流言等に惑わされ、混乱し、被害を大きくするおそれ

　　　があるので、住民の情報の提供、指示等は迅速かつ正確に行うこと。

　　エ　自主防災組織の責任者は、必要に応じて防災関係機関に対し、出動の要請を行う

　　こと。

　⑵　出火防止及び初期消火

　　　地震が発生した場合は、防災計画に基づき、直ちに各家庭に対し、火の始末を呼びかけ、出火した場合は消火に当たる必要があります。

　　　この場合、次の事項に留意してください。

　　ア　火災が発生した場合は、大声で隣近所に応援を求めるとともに初期消火に努め、

　　　火元付近の住民及び消火班は、備付けの消火器等を持ちより消火に当たること。

　　イ　負傷者の救出に手間取り、初期消火の重要性を忘れたため、かえって被害を大き

　　　くするということもあるので、注意することが大切であること。

　⑶　避難誘導

　　　避難命令が出た場合、地域住民全員が混乱なく安全に避難できるよう、防災計画に

　　基づいて避難場所（一次避難場所を含む。）へ誘導する必要があります。

　　　避難誘導を行う場合は、次の事項に留意してください。

　　ア　自主防災組織の責任者は、予定避難場所、避難路の状況を確認し、安全な経路を選定すること。

　　イ　住民が他の組織の住民と混同しないようにするため、避難誘導班員は自己地域の

　　　目印となるものを携帯すること。

　　ウ　傷病者等単独歩行ができない者がいる場合は、担架搬送等の手段を講ずること。

また、長距離を避難するので、担架搬送者の交替要員を準備すること。

　　エ　避難誘導班員は、住民が不必要な荷物を持たないよう注意すること。

　⑷　救出救護

　　　救出救護を要する事態が生じた場合は、直ちに防災計画に基づき、救出救護活動を

　　行う必要があります。

　　　この場合、次の事項に留意してください。

　　ア　大掛かりな救出作業が必要な場合は、資機材を活用し、救出救護班員が救出活動

　　　を行うこと。

　　イ　重傷者が出た場合は、直ちに医療機関又は防災関係機関が設置する応急救護所へ

　　　搬送すること。

様式１
○○○地区防災会規約(例)
　（名称）

第1条　この会は、○○○地区防災会（以下「本会」という。）と称する。

　（事務所の所在地）

第２条　本会の事務所は、○○に置く。

　（目的）

第３条　本会は、住民の隣保共同の精神に基づく自主的な防災活動を行うことにより、地

　震その他の災害(以下「地震等」という。）による被害の防止及び軽減を図ることを目的

　とする。

　（事業）

第４条　本会は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。

　⑴　防災に関する知識の普及に関すること。

　⑵　地震等に対する災害予防に関すること。

　⑶　地震等の発生時における情報の収集伝達、初期消火、救出救護、避難誘導等応急対

　　策に関すること。

　⑷　防災訓練の実施に関すること。

　⑸　防災資機材等の備蓄に関すること。

　⑹　その他本会の目的を達成するために必要な事項に関すること。

　（会員）

第５条　本会は、○○○行政区内にある世帯をもって構成する。

　（役員）

第６条　本会に次の役員を置く。

　⑴　会長　１人

　⑵　副会長　１人

　⑶　幹事　若干名

　⑷　監査役　２人

２　役員は、会員の互選による。

３　役員の任期は、１年とする。ただし、再任することができる。

　（役員の任務）

第７条　会長は、本会を代表し、本会の会務を総括し、地震等の発生時における応急活動の指揮命令を行う。

２　副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときはその職務を行う。

３　幹事は、幹事会の構成員となり、会務の運営に当たる。

４　監査役は、会の会計を監査する。

　（会議）

第８条　本会に、総会及び幹事会を置く。

　（総会）

第９条　総会は、全会員をもって構成する。

２　総会は、毎年１回開催する。ただし、会長が特に必要があると認めた場合は、臨時に開催することができる。

３　総会は、会長が招集する。

４　総会は、次の事項を審議する。

　⑴　規約の改正に関すること。

　⑵　防災計画の作成及び改正に関すること。

　⑶　事業計画に関すること。

　⑷　予算及び決算に関すること。

　⑸　その他、総会が特に必要と認めたこと。

５　総会は、前項の審議事項の一部を幹事会に委任することができる。

　（幹事会）

第１０条　幹事会は、会長、副会長及び幹事によって構成する。

２　幹事会は、次の事項を審議し、実施する。

　⑴　総会に提出すべき事項に関すること。

　⑵　総会により委任された事項に関すること。

　⑶　その他幹事会が特に必要と認めたこと。

　（防災計画）

第１１条　本会は、地震等による被害の発生の防止及び軽減を図るため、防災計画を作成

　する。

２　防災計画は、次の事項について定める。

　⑴　地震等の発生時における防災組織の編成及び任務分担に関すること。

　⑵　防災知識の普及に関すること。

　⑶　防災訓練の実施に関すること。

　⑷　地震等の発生時における情報の収集伝達、出火防止、初期消火、救出救護及び避難

　　誘導に関すること。

　⑸　その他必要な事項に関すること。

　（会費）

第１２条　本会の会費は、総会の議決を経て別に定める。

　（経費）

第１３条　本会の運営に要する経費は、会費その他の収入をもってこれに充てる。

　（会計年度）

第１４条　本会の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。

　（会計監査）

第１５条　会計監査は、毎年１回監査役が行う。ただし、監事が必要があると認める場合

　は、臨時に監査を行うことができる。

２　監査役は、会計監査の結果を総会に報告しなければならない。

　　　附　則

　この規約は、平成　　年　　月　　日から施行する。

様式２　　白岡市自主防災組織補助金交付要綱　抜粋

様式第１号(第２条関係)
白岡市自主防災組織設立届出書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
　（あて先）白　岡　市　長　
　　　　　　　　　　　　　自主防災組織名　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　代表者住所　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　㊞
　　　　　　　　　　　　　代表者電話番号　　　　　　　　　
　下記のとおり自主防災組織を設立しましたので届け出ます。
記
１　自主防災組織の概要
	自主防災組織名
	　

	母体自治会等名
	　

	組織構成世帯数
	世帯

	設立予定年月
	　　　　　　年　　　　月


２　添付資料
　⑴　規約
　⑵　役員名簿
　⑶　組織図
　⑷　活動計画書
自主防災組織設立までの手順【例】

　地域の自主防災活動を行う『自主防災組織』の設立には、まず何よりも地域の皆さんの理解と協力が不可欠です。初めて自主防災組織を立ち上げるまでの手順の例を以下に示します。



















池





自主防災組織の設立の際、作成が必要になります。





自主防災組織の中心のメンバーとなる行政区長や役員で設立を検討しましょう。必要に応じて、安心安全課の担当者による出前講座を実施します。








行政区の総会などにおいて地域の皆さんに設立の趣旨や活動内容を説明して、自主防災活動について意見をもらい、設立の同意を得てください。








自主防災組織の活動の中心となる会長・副会長・役員を選出します。行政区の班、ＰＴＡ、婦人会などを利用してバランスのよいメンバーを選びましょう。








規約や防災計画（活動計画）は、自主防災組織の活動目標や活動内容を取り決めるものです。


地域の意見を取り入れながら地域の実情に合った内容の規約等を検討しましょう。





自主防災組織の役員・運営委員や規約、防災計画の内容が決定したら、回覧板などを使って地域の皆さんに知らせましょう。





「白岡市自主防災組織設立届出書」に規約等を添付して安心安全課へ設立を届け出てください。





行政区長や役員で自主防災組織の必要性を話し合います。





自主防災組織の結成に向けて行政区で同意を得ます。








役員を選出し、役割分担を決めます。





自主防災組織の規約、防災計画（活動計画）を作ります。








回覧板などで地域の皆さんにお知らせします。








市へ自主防災組織の設立を届け出ます。








自主防災組織は、設立してからが重要です。いざというときのための防災訓練や資機材の購入は自主防災組織活動の要になるものです。


訓練の企画などで悩まれたときには、お気軽に安心安全課にご相談ください。
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